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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第85期
第２四半期
累計期間

第86期
第２四半期
累計期間

第85期

会計期間
自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日

売上高 (千円) 2,526,395 3,181,021 5,488,284

経常利益 (千円) 336,170 415,471 844,793

四半期(当期)純利益 (千円) 836,820 309,774 1,211,817

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 175,500 175,500 175,500

発行済株式総数 (株) 3,510,000 3,510,000 3,510,000

純資産額 (千円) 2,946,134 3,634,641 3,366,165

総資産額 (千円) 5,706,876 6,591,277 6,178,476

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 252.77 92.71 365.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 10.00 15.00 20.00

自己資本比率 (％) 51.6 55.1 54.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △182,184 119,770 △669,271

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △254,227 △172,667 △421,183

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 429,949 △62,313 1,056,687

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 804,990 662,476 777,685
 

 

回次
第85期
第２四半期
会計期間

第86期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 58.04 49.04
 

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、米国の政策動向などの懸念材料から先行き不透明な状況もありま

すが、企業収益や雇用情勢の改善により回復基調が継続しています。

このような経済環境の下で、当第２四半期累計期間の当社業績は、前期第１四半期を底に増収に転じた低熱膨張

合金の半導体製造装置関連と各種ウエハ用精密研磨定盤の販売が好調を続け、売上高、営業利益、経常利益とも、

前年同期と比べ増加となりました。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は3,181百万円（前年同期比25.9％増）となり、営業利益は389百万円

（前年同期比22.2％増）、経常利益は415百万円（前年同期比23.6％増）、四半期純利益は前期の株式会社新報国製

鉄三重の吸収合併に伴う特別利益「抱合せ株式消滅差益」596百万円が解消されたことにより310百万円（前年同期

比63.0％減）となりました。

（ご参考）

前年同期における特殊要因「抱合せ株式消滅差益」を除いた純利益比較は次の通り前年同期比69百万円増加

(28.6％増)となります。

なお、「抱合せ株式消滅差益」は前期に合併しました連結子会社であった株式会社新報国製鉄三重の剰余金相当

額です。

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 四半期純利益

平成30年12月期第２四半期 310

平成29年12月期第２四半期 241

増加額 69

増減率（％） 28.6
 

 

セグメントの業績は次のとおりです。

特殊合金事業

特殊合金事業は上述の通り、低熱膨張合金が好調に推移したことにより売上高は3,102百万円（前年同期比

26.7％増）、営業利益は327百万円（前年同期比27.5％増）となりました。

 

不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は特段の変化はなく、売上高は79百万円（前年同期と同額）、営業利益は62百万円（前年同期

比0.1％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は、前事業年度末より413百万円増加し6,591百万円となりました。これは主にたな卸資産の増加額490百万

円、受取手形及び売掛金の増加額173百万円及び未収入金の減少額226百万円等によるものです。

負債は、前事業年度末より144百万円増加し2,957百万円となりました。これは主に支払手形及び買掛金の増加額

46百万円、賞与引当金の増加額41百万円、未払法人税等の増加額30百万円、その他流動負債の増加額56百万円及び

長期借入金の減少額30百万円等によるものです。

純資産は、前事業年度末より268百万円増加し3,635百万円となりました。これは主に利益剰余金の増加額276百万

円及びその他有価証券評価差額金の減少額19百万円等によるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ115百万円減少し662百万円となりま

した。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、120百万円（前年同期△182百万円）となりました。これは主に税引前

四半期純利益420百万円、未収入金の減少額226百万円、減価償却費96百万円等の増加要因がたな卸資産の増加額

490百万円及び売上債権の増加額212百万円等の減少要因を上回ったことによるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、△173百万円（前年同期△254百万円）となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出182百万円等によるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、△62百万円（前年同期430百万円）となりました。これは主に長期借入

金の返済による支出30百万円及び配当金の支払額31百万円等によるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は90百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

計 6,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,510,000 3,510,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数　100株

計 3,510,000 3,510,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

― 3,510,000 ― 175,500 ― 133,432
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(6) 【大株主の状況】

平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 509 14.5

株式会社湊組 和歌山県和歌山市湊２－12－24 270 7.7

マネックス証券株式会社 東京都港区赤坂１－12－32 200 5.7

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７－４－１ 157 4.5

株式会社山本本店 三重県桑名市中央町３－23 107 3.0

村　岡　克　彦 滋賀県大津市 106 3.0

日東紡績株式会社 福島県福島市郷野目字東１ 100 2.8

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB U.K.
（東京都港区六本木６－10－１）

62 1.8

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１ 58 1.6

清　水　長　助 鹿児島県鹿児島市 56 1.6

計 ― 1,623 46.3
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式 166千株(4.7％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

165,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,337,700
33,377 ―

単元未満株式　(注)
普通株式

6,500
― ―

発行済株式総数 3,510,000 ― ―

総株主の議決権 ― 33,377 ―
 

(注)　「単元未満株式」には、当社所有自己株式12株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新報国製鉄㈱

埼玉県川越市新宿町
５－13－１

165,800 ― 165,800 4.7

計 ― 165,800 ― 165,800 4.7
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年１月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年7月１日に名称を変更し、EY新日本

有限責任監査法人となりました。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 777,685 662,476

  受取手形及び売掛金 ※  788,081 ※  961,009

  電子記録債権 343,876 383,281

  製品 203,823 228,597

  仕掛品 1,009,048 1,327,041

  原材料 185,850 332,778

  未収入金 1,079,735 853,600

  その他 59,804 85,218

  貸倒引当金 △221 △219

  流動資産合計 4,447,681 4,833,780

 固定資産   

  有形固定資産 1,487,744 1,542,229

  無形固定資産 23,251 19,368

  投資その他の資産 219,800 195,900

  固定資産合計 1,730,795 1,757,496

 資産合計 6,178,476 6,591,277

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 370,359 416,610

  短期借入金 760,000 760,000

  1年内償還予定の社債 200,000 200,000

  未払法人税等 130,648 160,716

  賞与引当金 32,300 73,589

  その他 147,851 204,265

  流動負債合計 1,641,158 1,815,180

 固定負債   

  長期借入金 795,000 765,000

  退職給付引当金 207,518 219,284

  その他 168,635 157,172

  固定負債合計 1,171,153 1,141,455

 負債合計 2,812,311 2,956,636

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 175,500 175,500

  資本剰余金 190,309 199,796

  利益剰余金 2,997,391 3,273,769

  自己株式 △58,767 △56,855

  株主資本合計 3,304,432 3,592,210

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 61,733 42,431

  評価・換算差額等合計 61,733 42,431

 純資産合計 3,366,165 3,634,641

負債純資産合計 6,178,476 6,591,277
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 2,526,395 3,181,021

売上原価 1,844,038 2,369,574

売上総利益 682,357 811,447

販売費及び一般管理費 ※  363,822 ※  422,276

営業利益 318,536 389,171

営業外収益   

 受取利息及び配当金 1,005 1,080

 原材料売却益 2,316 8,064

 たな卸差益 10,114 12,482

 その他 7,238 10,064

 営業外収益合計 20,673 31,689

営業外費用   

 支払利息 2,392 4,581

 その他 646 808

 営業外費用合計 3,039 5,388

経常利益 336,170 415,471

特別利益   

 固定資産売却益 3,000 -

 投資有価証券売却益 - 4,675

 抱合せ株式消滅差益 595,515 -

 特別利益合計 598,515 4,675

税引前四半期純利益 934,685 420,146

法人税、住民税及び事業税 71,132 134,559

法人税等調整額 26,733 △24,187

法人税等合計 97,865 110,372

四半期純利益 836,820 309,774
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 934,685 420,146

 減価償却費 73,475 96,322

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 23 △2

 受取利息及び受取配当金 △1,005 △1,080

 支払利息 2,392 4,581

 有形固定資産売却損益（△は益） △3,000 -

 抱合せ株式消滅差損益（△は益） △595,515 -

 投資有価証券売却損益（△は益） - △4,675

 売上債権の増減額（△は増加） △127,392 △212,332

 たな卸資産の増減額（△は増加） △218,936 △489,695

 仕入債務の増減額（△は減少） 99,641 46,251

 未収入金の増減額（△は増加） △163,371 226,135

 賞与引当金の増減額（△は減少） △21,149 41,289

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,949 11,766

 その他 11,792 92,858

 小計 2,589 231,564

 利息及び配当金の受取額 1,005 1,080

 利息の支払額 △2,287 △4,052

 法人税等の支払額 △183,491 △108,822

 営業活動によるキャッシュ・フロー △182,184 119,770

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △249,397 △181,978

 有形固定資産の売却による収入 3,000 -

 投資有価証券の売却による収入 - 10,155

 ソフトウエアの取得による支出 △7,880 △800

 その他 50 △44

 投資活動によるキャッシュ・フロー △254,227 △172,667

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △400,000 -

 長期借入れによる収入 900,000 -

 長期借入金の返済による支出 △33,452 △30,000

 配当金の支払額 △32,812 △30,698

 リース債務の返済による支出 △3,786 △1,607

 自己株式の取得による支出 - △8

 財務活動によるキャッシュ・フロー 429,949 △62,313

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,462 △115,209

現金及び現金同等物の期首残高 700,959 777,685

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 110,493 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  804,990 ※  662,476
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期貸借対照表関係)

 

 ※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。な

お、当第２四半期会計期間末日においては当社の決算日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末

日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年６月30日)

受取手形 14,059千円 21,937千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

役員報酬 34,430千円 46,351千円

従業員給与 79,601千円 82,163千円

賞与引当金繰入額 3,989千円 20,630千円

退職給付費用 5,166千円 3,228千円

研究開発費 59,027千円 77,443千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

現金及び預金 804,990千円 662,476千円

預入期間が３か月超の定期預金 ― 千円 ― 千円

現金及び現金同等物 804,990千円 662,476千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月29日
定時株主総会

普通株式 33,105 10.00 平成28年12月31日 平成29年３月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年８月９日
取締役会

普通株式 33,105 10.00 平成29年６月30日 平成29年９月１日 利益剰余金
 

 

当第２四半期累計期間(自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月28日
定時株主総会

普通株式 33,395 10.00 平成29年12月31日 平成30年３月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年８月９日
取締役会

普通株式 50,163 15.00 平成30年６月30日 平成30年９月３日 利益剰余金
 

 

EDINET提出書類

新報国製鉄株式会社(E01257)

四半期報告書

13/17



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計

特殊合金事業
不動産賃貸
事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,447,832 78,564 2,526,395 ― 2,526,395

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,447,832 78,564 2,526,395 ― 2,526,395

セグメント利益 256,509 62,027 318,536 ― 318,536
 

(注) セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

　

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日)

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計

特殊合金事業
不動産賃貸
事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 3,102,458 78,564 3,181,021 ― 3,181,021

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,102,458 78,564 3,181,021 ― 3,181,021

セグメント利益 327,071 62,100 389,171 ― 389,171
 

(注) セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 252円77銭 92円71銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(千円) 836,820 309,774

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 836,820 309,774

普通株式の期中平均株式数(株) 3,310,536 3,341,389
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第86期（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）中間配当について、平成30年８月９日開催の取締役会にお

いて、平成30年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　50,163千円

②　１株当たりの金額      　                     15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成30年９月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月９日

新報国製鉄株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　飯　　塚　　正　　貴　　㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　鹿　　島　　寿　　郎　　㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新報国製鉄株式

会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第86期事業年度の第２四半期会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年１月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、新報国製鉄株式会社の平成30年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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